
（単位:％）

県税 県債

<100.7> <3.7>

98.8 103.6 100.2 41.1 16.8

<116.8> <4.0>

106.0 119.1 82.9 46.2 13.2

<124.1> <4.8>

105.1 101.1 105.6 44.4 13.2

<93.3> <4.4>

101.7 113.1 65.6 49.4 8.5

<109.1> <4.8>

99.8 93.6 126.5 46.3 10.8

<114.6> <5.5>

98.9 100.3 95.7 47.0 10.5

<112.8> <6.2>

100.7 100.9 96.1 47.0 10.0

（100.6） <75.2> <4.5>

102.4 98.7 94.9 45.4 9.3

（100.5） <131.2> <5.6>

105.6 90.3 171.4 38.8 15.0

（101.9） <107.5> <5.8>

104.1 109.1 70.1 40.6 10.1

（102.7） <101.3> <5.6>

104.9 108.5 79.9 42.0 7.7

（103.1） <119.7> <7.1>

94.2 103.5 108.0 46.2 8.8

注1

2

2019

 「県債」の欄の<　>は、臨時財政対策債、調整債及び除却債除きの計数。

2022

2020

　2021年度から2024年度までの(　)は新型コロナウイルス感染症対策関連事業を除いた
場合の計数。

2023

2021

2024

2018

2013

2014

2015

2016

2017

第３　参考資料

当初予算（一般会計）年度別伸率の状況

年度 規模 県税 県債
構成比
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歳入予算の一般財源・特定財源内訳(一般会計)

（単位:千円）

予算総額

2兆7,949億

4,400万円

繰入金
財政調整基金

取崩し除く

134,973,588
(4.9%)

一般財源
1,923,621,002

(68.8%)

特定財源
871,322,998

(31.2%)

県税
1,290,700,000

(46.2%)

地方消費税清算金
344,994,000

(12.3%)

国庫支出金
225,179,007

(8.1%)

諸収入
215,646,137

(7.7%)

県債
246,990,666

(8.8%)

その他 48,533,600 (1.7%)
使用料及び手数料 34,133,261 (1.2%)
分担金及び負担金 11,232,590 (0.4%)
財産収入 3,113,401 (0.1%)
寄附金 54,348 (0.0%)

その他 287,927,002 (10.3%)

地方譲与税 144,027,000 (5.2%)
地方交付税 90,000,000 (3.2%)

財政調整基金取崩し 28,900,000 (1.0%)

地方特例交付金　 23,600,001 (0.8%)
交通安全対策特別交付金 1,400,000 (0.1%)

繰越金 1 (0.0%)
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歳入予算の自主財源・依存財源別内訳（一般会計）

（単位:千円）

自主財源

2,063,747,326
(73.8%)

依存財源
731,196,674

(26.2%)

県税

1,290,700,000
(46.2%)

地方消費税清算金

344,994,000
(12.3%)

県債
246,990,666

(8.8%)

その他 259,027,001 (9.3%)
地方譲与税 144,027,000 (5.2%)
地方交付税 90,000,000 (3.2%)
地方特例交付金 23,600,001 (0.8%)
交通安全対策特別交付金 1,400,000 (0.1%)

その他 212,407,189 (7.6%)
繰入金 163,873,588 (5.9%)

使用料及び手数料 34,133,261 (1.2%)

分担金及び負担金 11,232,590 (0.4%)

財産収入 3,113,401 (0.1%)
寄附金 54,348 (0.0%)

繰越金 1 (0.0%)

諸収入
215,646,137

(7.7%)

国庫支出金
225,179,007

(8.1%)

予算総額

2兆7,949億

4,400万円
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扶助費

346,507,808 

(12.4%)

公債費

367,422,183 

(13.1%)

貸付金

185,228,560 

(6.6%)

その他

722,640,423 

(25.9%)

性質別歳出の状況（一般会計）

（単位:千円）

予算総額
2兆7,949億

4,400万円
義務的経費

1,345,268,426

(48.1%)

その他経費

1,094,812,091

(39.2%)

投資的経費
354,863,483
(12.7%)

公共事業
165,848,556

(5.9%)

単独事業
185,830,982

(6.7%)

災害復旧事業

3,183,945

(0.1%)

単独補助金
100,716,178

(3.6%)

繰出金

86,226,930

(3.1%)

人件費
631,338,435

(22.6%)
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教育・スポーツ費

584,987,257

（20.9%）

福祉医療費

499,458,334

(17.9%)

公債費

367,422,183

(13.1%)

経済労働費

233,334,884

（8.4%)

建設費

208,044,595

(7.5%)

警察費

181,347,288

(6.5%)

総務企画費

95,684,496

(3.4%)

農林水産費

78,078,153

(2.8%)

諸支出金

520,965,187

(18.6%)

目的別歳出の状況（一般会計）

（単位:千円）

予算総額
2兆7,949億
4,400万円

その他 25,621,623 (0.9%)
議会費 3,340,129 (0.1%)
県民環境費 18,797,549 (0.7%)
災害復旧費 3,183,945 (0.1%)
予備費 300,000 (0.0%)
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教育・スポーツ費

20.9%

福祉医療費

17.9%

公債費

13.1%

経済労働費

8.4%

建設費

7.5%

警察費

6.5%

総務企画費

3.4%

農林水産費

2.8%

諸支出金

18.6%

目的別歳出の状況（一般会計）

県民一人当たりの歳出額

2023年1月1日住民基本台帳人口　 7,512,703 人

(77,866円)

(66,482円)

(48,907円)(31,059円)

(27,692円)

(24,139円)

(12,736円)

(10,393円)

(372,029円)

(69,344円)

予算総額
2兆7,949億
4,400万円

その他 0.9% (3,411円)
議会費 0.1% (445円)
県民環境費 0.7% (2,502円)
災害復旧費 0.1% (424円)
予備費 0.0% (40円)
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　 （臨時財政対策債発行可能額振替前の基準財政需要額と基準財政収入額の差額）及び財政力を考慮して算出する財源

　　不足額基礎方式により算定されるものであり、財政力が高い団体ほど臨時財政対策債の配分割合が大きくなる仕組み

　　とされている。

＊　調整債 … 法人事業税及び法人県民税法人税割の国税化に伴う減収額を補塡するために認められた特例地方債。

＊　除却債 … 公共施設等総合管理計画に基づいて行われる公共施設等の除却について認められた特例地方債。

県債発行の状況（当初予算ベース）

＜特例的な県債＞

＊　臨時財政対策債 … 2001年度の地方財政対策において設けられた特例地方債。地方交付税の振替措置であり、後年度

　　にその元利償還額の100％が交付税算定上の基準財政需要額に算入される。発行可能額は、各地方団体の財源不足額
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2,286

（注）各年度は当初予算額。その他の特例的な県債は、調整債、除却債の計としている。

臨時財政対策債
その他の特例的な県債

通常の県債

（億円）

2,726

3,287

2,610

2,156

2,509
2,380

4,080

2,860

2,470

○ ２０２４年度は、通常の県債が投資的経費の増加により２０２３年度に比べ

増加する一方、地方交付税の振替措置である臨時財政対策債の発行額は減少。
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